
教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）《関係条文抜粋》 

（「教育公務員特例法等の一部を改正する法律」平成29年４月１日施行） 
 

（校長及び教員としての資質の向上に関する指標の策定に関する指針） 

第22条の２ 文部科学大臣は、公立の小学校等の校長及び教員の計画的かつ効果的な資質

の向上を図るため、次条第１項に規定する指標の策定に関する指針（以下「指針」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 公立の小学校等の校長及び教員の資質の向上に関する基本的な事項 

二 次条第１項に規定する指標の内容に関する事項 

三 その他公立の小学校等の校長及び教員の資質の向上を図るに際し配慮すべき事項 

３ 文部科学大臣は、指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。 

 

（校長及び教員としての資質の向上に関する指標） 

第22条の３ 公立の小学校等の校長及び教員の任命権者は、指針を参酌し、その地域の実

情に応じ、当該校長及び教員の職責、経験及び適性に応じて向上を図るべき校長及び教

員としての資質に関する指標（以下「指標」という。）を定めるものとする。 

２ 公立の小学校等の校長及び教員の任命権者は、指標を定め、又はこれを変更しようと

するときは、あらかじめ第22条の５第１項に規定する協議会において協議するものとす

る。 

 

（協議会） 

第22条の５ 公立の小学校等の校長及び教員の任命権者は、指標の策定に関する協議並び

に当該指標に基づく当該校長及び教員の資質の向上に関して必要な事項についての協議

を行うための協議会（以下「協議会」という。）を組織するものとする。 

２ 協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。 

一 指標を策定する任命権者 

二 公立の小学校等の校長及び教員の研修に協力する大学その他の当該校長及び教員 

の資質の向上に関係する大学として文部科学省令で定める者 

三 その他当該任命権者が必要と認める者 

３ 協議会において協議が調った事項については、協議会の構成員は、その協議の結果を

尊重しなければならない。 

４ 前３項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

＜参考資料＞ 


